

























































































































































































































年 輸出 輸入 所得収支
1985 41.6 28.6 1.6
1986 34.6 19.5 1.6
1987 32.5 19.3 2.3
1988 33.4 21.6 2.6
1989 37.4 26.4 3.2
1990 40.7 30.6 3.3
1991 41.5 28.5 3.5
1992 42.1 26.3 4.5
1993 39.2 23.7 4.5
1994 39.3 24.6 4.1
1995 40.3 27.9 4.2
1996 43.6 34.7 5.8
1997 49.5 37.4 7.0
1998 48.9 33.1 7.1
年 輸出 輸入 所得収支
1999 45.8 32.0 6.6
2000 49.5 37.2 6.5
2001 46.6 38.2 8.4
2002 49.5 37.9 8.3
2003 51.9 40.0 8.3
2004 58.3 44.4 9.3
2005 62.6 52.3 11.4
2006 71.6 62.2 13.8
2007 79.7 67.4 16.5
2008 77.3 77.3 16.1
2009 50.9 46.8 12.8
2010 63.9 55.9 12.4
2011 62.7 64.3 14.0




















日本 アメリカ 日本 アメリカ 日本 アメリカ
農林水産業、狩猟 6.7 2.9 5.1 2.6 4.2 1.5
鉱業、採石業 0.1 0.6 0.1 0.4 0.1 0.6
製造業 24.3 17.5 20.5 14.7 18.4 10.9
電気、ガス、水道業 0.5 1.4 0.5 1.1 0.5 0.8
建設業 9.5 6.1 10.1 7 8.4 7.5
商業 22.5 20.5 22.9 20.6 23.5 20.9
運輸、倉庫、通信業 5.9 5.7 6.4 6.1 6.1 4.5
金融、保険、不動産 8.4 11.3 9.6 12.2 14.6 17.7
公務、サービス業 21.5 34 24.3 35.3 23 26.3
分類不能 － － 0.6 － － 9.3





































































































































































































































































































































豊田自動織機 ･長草 28 ヴィッツ、RAV4など。
岐阜車体 7 小型トラック車ハイエース。
　　　東海地区合計 243 64.3










その他 日野自動車 ･羽村 12 小型トラック車ダイナ、プラドなど。










































































































































































































































































































































































































































































































































































1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2012年
総人口 6,690 6,868 7,043 7,255 7,411 7,426
総雇用者数 3,513 3,685 3,692 3,708 3,356 3,417
製造業雇用者数 1,183 1,102 1,017 980 972 1,003
農業従事者数 119 114 104 97 77 66
（出所）『愛知県の人口（年報）』『あいちの統計バックナンバー』『愛知県統計年鑑』各年版より論
者作成。
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陽の地場産業が海外市場を開拓して地域を再生することさえある。海外市場
開拓型のいわゆる「攻めの農業」は日本の高品質農産物を海外の消費者にも
認知されるようになった。これらを総括する概念は「グローバル」と「ロー
カル」を結合した「グローカル」概念に他ならない。日本の特殊性・地域性
は、世界でこそいよいよ輝きを増して生きていくのである。日本に固有の歴
史遺産・自然遺産も観光産業をとおして世界により一層歓迎されていくだろ
う。
　このように、ビジネスモデルは、今日、「グローカル」概念での革新が要請
されているのである。
　「経路依存性」　　確かに、グローバリゼーションの潮流のなかで「ローカ
ル」が新しい意義をもつようになってきている。経済社会では「ローカル」
とはほぼ「経路依存性（path	dependence）」のことである 38）。「経路依存性」
とは、社会的存在には必ずそれに先行するものがあり、ゼロからスタートす
るものはない、ということであろう。すべての社会的存在は、それに先行する
ものとの厳しい連続性のもとで成立しているのである。すべてのものは歴史
的諸条件から自由でない。詳しく見れば、科学的発見や発明、イノベーショ
ンや革命でも厳しい連続性のうえでの出来事なのである。
　この「経路依存性」の視座からこの地域を見れば、東海地域の産業社会は、
平安時代末期にはじまる4つの源流から成立しているといえるだろう 39）。
　「土」の技術は、平安時代末期の六古窯（備前・丹波・信楽・越前・瀬戸・
常滑）のうち瀬戸・常滑の2つが東海地域にあり、ここから明治以降、1904年
の輸出用西洋陶器、1917年の都市化に対応したトイレ陶器、1919年の電化に
対応した碍子、1936年のモータリゼーションに対応したスパークプラグ、へ
展開する企業群「森村グループ」が形成され、今日、ファインセラミックス
産業の一大中心地となっている。
　「木」の技術は、江戸時代の木曾・飛騨地方の木材の集散地を起点として、
仏壇・仏具・箪笥・家具などの伝統を生み、ここから明治以降、柱時計・置時
計に展開し、明治末には東京とともに二大産地になった。1896年には鉄道用
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車両がはじまり、大阪、神戸とともに三大会社のひとつになった。また1900
年には楽器（バイオリン）が世界規模での量産化に成功している。
　「綿」の技術は、江戸中期の綿の一大産地「三河木綿」「知多木綿」にはじ
まり、明治以降の西洋式綿業へ発展、これに明治末にはじまる「尾州織物」
や毛糸が加わり、大正期から「繊維王国愛知」と呼ばれるようになった。
　「機械」の技術は、この「綿」の技術から生まれた。1873年に信濃人・臥雲
辰致が発明したガラ紡機が三河に定着、1896年には豊田佐吉が国産初の動力
織機を実用化、その延長上で1937年に豊田自動車工業（株）が登場した 40）。
これより先の1920年に三菱内燃機製造（株）が航空機に着手、これと前後し
て愛知時計電機（株）も加わり、戦前、当地はひとまず「航空都市名古屋」
「日本の兵器廠」と呼ばれたのである。この周辺に、東京・大阪とともに三大
産地となった自転車、さらに紡績機械、工作機械、特殊鋼、ベニヤ板などが
形成され、豊かな水力発電がこれを支えたのである。自動車産業がその画竜
点睛なのである。
　このように名古屋経済圏の現在は、過去との連鎖の中で成立している。こ
のことは、われわれが名古屋経済圏の将来像を構想する時にも避けては通れ
ないのである。その意味でわれわれの将来は決して自由ではないのである。
名古屋経済圏の伝統を掘り下げ、進化させることによってのみ名古屋経済圏
を発展させることができ、名古屋経済圏をグローバリゼーションのなかに定
置できるのではないだろうか。これがわれわれの見る「グローカル」概念の
成熟ということである。
　最後に、「自動車王国」名古屋経済圏の近未来とアメリカ「ビッグスリー」
の本拠地デトロイト市破綻を対比しておきたい。デトロイト市は200万あっ
た人口が70万に激減した。自動車産業がアメリカ南部と海外に移転したため
である。その最大の原因は硬直的な労働規制と重い労賃負担であるというこ
とができよう。名古屋経済圏を東アジアのなかにある名古屋経済圏として見
た場合、このような圧力がすでにこの名古屋経済圏に及んできていることは
間違いない。名古屋経済圏にデトロイト化の道は避けられないのである。し
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かしながら、両者の違いも認めなければならないだろう。デトロイトと比較
した場合、名古屋経済圏はデトロイトのような「自動車産業特化構造」とは
いえないのである 41）。名古屋経済圏は、デトロイトと比べるともっとずっ
と多様な「ものづくり王国」の姿態が見えてくる。名古屋経済圏には多様な
「ものづくり王国」を踏まえた将来展望が唱導されてきている。前述のとお
り、中部経済連合会『中部地域の新産業構造ビジョン』（2011年2月）は、従
来の自動車産業につぐ地域の次世代リーディング産業として5つの産業をあ
げ、産業構成をシフトアップしつつ、「中部産業首都圏」の形成を提言してい
た。名古屋経済圏には、農業や伝統的地場産業も含めて深い多面的な「もの
づくり」産業集積がある。その可能性に名古屋経済圏は未来を託さざるを得
ないだろう。歴史において「経路依存性」を避けて進むことは絶対に不可能
だからである。
　「グローカル」概念の成熟と「経路依存性」は、名古屋経済圏の歴史的プロ
セスをも貫いていく弁証法なのである。	 （2013年11月7日成稿）
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